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1.背景・目的 

安定化 ISPH 法 1)は，ISPH(Incompressible Smoothed 

Particle Hydrodynamics)法における圧力ポアソン方程式

に粒子配置を平滑化する安定化項を付加した粒子法で

ある．安定化項の作用により，粒子分布の不均一性に起

因する近似作用素の精度低下を防ぎ，計算安定化，体積

保存性などが既往の研究により確認されている．しか

し，固液混相流解析などの密度差を含む流体解析にお

いて上記手法を適用した場合，固体表面付近での流体

粒子密度誤差が大きくなり，計算が不安定化する問題

が残されていた． 

そこで本研究では，非圧縮性流体の支配方程式から

直接導出される物理速度と，安定化項を付加すること

で算出される輸送速度の 2 つの流速を定義し，導かれ

る 2 つの圧力ポアソン方程式を 2 回解く選択型デュア

ル流速 ISPH 法を提案する．速度の更新には物理速度

（支配方程式から直接算出される物理的に正しい流速）

を用い，位置の更新には物理速度ではなく輸送速度（粒

子分布を平滑化するための位置補正の速度）を使う選

択型の定式化である．最後に，提案した手法を用いて，

ダム崩壊流れの簡易実験の再現解析を行い，本手法の

精度検証を実施した． 

2.解析手法 

2.1 流体の計算手法 

流体解析には ISPH法によるラグランジュ記述に従う

粒子法を用いている．支配方程式には，運動方程式と連

続の式によって記述される Navier-Stokes 方程式および

拡張ダルシー則を統一的に記述した以下の式を用いる． 

𝐶𝑟(𝜀)
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𝐷𝑡
= −
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𝜌̅𝑓

𝛻𝑃 + 𝒈 + 𝜈𝐸(𝜀)𝛻2𝒗̅𝑓 + 𝑭𝑟 (1) 
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𝒗̅𝑓

𝜀
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ここで𝑡:時間, 𝑃:圧力, 𝒈:重力加速度, 𝜌𝑓:流体密度, 𝒗𝑓:

流体速度, 𝜀:間隙率, 𝐶𝑟:仮想質量係数, 𝜈𝐸:有効動粘性係

数，𝒗̅𝑓 = 𝜀𝒗𝑓，𝜌̅𝑓 = 𝜀𝜌𝑓である．また𝑭𝑟は流体が固体

から受ける抵抗力であり，以下の式で示される． 

𝑭𝑟 = {
−𝑎(𝜀)𝜀𝒗𝑟 − 𝑏(𝜀)𝜀2|𝒗𝑟|𝒗𝑟   (𝜀 < 𝜀𝑑)

−𝑐(𝜀)|𝒗𝑟|𝒗𝑟                             (𝜀 ≥ 𝜀𝑑)
 (3) 

ここで𝑎, 𝑏, 𝑐は抵抗係数，𝒗𝑟 = 𝒗̅𝑓 − 𝒗𝑠である． 

2.2 固体の計算手法 

固体解析には，離散要素法(DEM)を用いている．流体

中の固体並進運動方程式を以下に示す． 

𝑚𝑠

𝑑𝒗𝑠

𝑑𝑡
= 𝑚𝑠𝒈 − 𝛻𝑃𝑉𝑠 + 𝑭𝑑 + ∑ 𝑭𝑐 (4) 

ここで𝑚𝑠, 𝒗𝑠, 𝑉𝑠はそれぞれ固体粒子の質量，速度，体積

を示す．𝑭𝑑は抗力，𝑭𝑐は固体同士の接触力であり，バ

ネ・ダッシュポッドモデルを採用している． 

2.3 物理速度と輸送速度の算出方法 

式(5)に示す森本ら 2)により導出された式(1)，(2)に対

する圧力ポアソン方程式において，安定化パラメータ

を区別することで，物理速度と輸送速度を算出する 2 種

類のソース項を導出する． 

〈∇2𝑃𝑖
𝑛+1〉 ≈

𝐶𝑟(𝜀)

𝜀
(

𝜌̅𝑖

∆𝑡
〈∇ ∙ 𝒗̅𝑖

∗〉 + 𝛾𝜀𝑖

𝜌̅𝑖 − 〈𝜌̅𝑖
𝑛〉

∆𝑡2
) (5) 

ここで，〈∙〉は SPH 近似した値，下付き添え字 i は粒子

番号，上付き添え字 n は時間ステップを表す．𝛾は0 ≤

𝛾 ≤ 1を満たす安定化パラメータであり，提案手法では，

物理速度に対応する安定化パラメータ𝛼(= 0)と，輸送

速度に対応する安定化パラメータ𝛽を個別に定義する． 

3.ダム崩壊流れによる精度検証 

 前章までで説明した解析手法を用いた解析精度の検

証として，Xiaosong Sun et al. 3)によって行われたダム崩

壊流れによる水－ガラスビーズの再現解析を実施し，

実験結果との比較を行った．解析モデルは図-1 に，解

析諸元は表-1 に示すようになっている．なお，本手法

では各速度を定めるために，安定化パラメータを個別

に定義できる手法であるが，物理速度と輸送速度を同

一視する従来法(case1)では同じ安定化パラメータを用

い(𝛼 = 𝛽 = 0.001)，提案手法(case2)(𝛼 = 0, 𝛽 = 0.5)を

使用し，両者を比較検討することにした． 
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図-1 解析モデル 

表-1 解析諸元 

SPH(流体) 

粒子数 
初期粒子間隔

(cm) 

密度 

(g/cm3) 

16006 0.3 1.0 

DEM(固体) 

粒子数 粒子径(cm) 
密度 

(g/cm3) 
反発係数 

7921 0.27 2.5 0.9 

バネ剛性(N/m) 摩擦係数 

1000 0.2 

まず，実験における水とガラスビーズの先端位置を

解析結果と比較し，定量的な評価を行った．評価には

Xiaosong Sun et al. 3)と同様に，タンクの寸法，時間，重

力加速度を用いて無次元化した値𝑡∗, 𝑧∗を用いている． 

𝑡∗ = 𝑡√
2𝑔

𝑎
 (6) 

𝑧∗ =
𝑧

𝑎
 (7) 

ここで𝑎, 𝑧, 𝑡はそれぞれタンクの堆積領域の長さ(5cm)，

ゲート右端からの水,ガラスビーズそれぞれの先端位置，

ゲートを開けてからの時間である．図-2 に実験値と解

析値を比較したグラフを示す． 

 
図-2(a) 水の先端位置 

 
図-2(b) ガラスビーズの先端位置 

図-2(a),(b)より，case1,2 ともに解析値と実験値の良好

な一致を確認できた． 

次に流体の理論密度と解析密度との誤差評価により

手法の精度検証を行った．誤差評価式を式(8)に，図-3

にゲートを開けてから 0.2s 時での誤差評価グラフを示

す．なお，水中を判定するため，P≧100[Pa]となる粒子

（自由表面付近の粒子は除外）で密度誤差の値を検証

対象とした．図-3(a)は 50%まで，図-3(b)は 5%までの

範囲にしているが，従来手法では大半の粒子が 10％程

度以下の誤差であったものが，提案手法では 2％以下に

まで低減できている． 

error(%) =
|𝜌̅𝑓 − 〈𝜌𝑓〉|

𝜌̅𝑓

× 100 (8) 

 
図-3(a) 密度誤差(case1) 

 
図-3(b) 密度誤差(case2) 

4.結論 

本研究では，固液混相流解析において，物理的な流速

と位置更新のための輸送速度を区別する選択型デュア

ル流速 ISPH 法を提案した．実験との比較を行い，提案

手法の妥当性を確認し，密度誤差評価を行うことで，そ

の有用性を確認した．今後は物性値として異なる密度

を与えた流体解析に適用し，手法の汎用性について検

討する予定である． 
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